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核燃料サイクル政策の選択肢について 

平成２４年６月２１日 
原子力委員会決定 

 
原子力委員会（以下、「本委員会」という。）は、エネルギー・環境会議より、

核燃料サイクル政策の選択肢を提示することを指示されたことを受け、昨年９

月に設置した「原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会」（以下、「技

術小委」という。）に、将来の原子力発電規模に応じた核燃料サイクル政策の選

択肢について整理することを指示した。 

 
技術小委は、核燃料サイクル、特に原子力発電所からの使用済燃料の取扱い

に関して、これを全量再処理するための取組を進める（「全量再処理」）、再処理

する取組と直接処分するための取組を併存させて進める（「再処理/直接処分併

存」）、全量直接処分するための取組を進める（「全量直接処分」）という３つの

政策選択肢を選定した。そして、これまでに１５回にわたる審議を行い、それ

ぞれの選択肢について、総合資源エネルギー調査会基本問題委員会が提示した

２０３０年時点での４つの原子力発電比率の選択肢（選択肢①は原子力０％、

選択肢②は約１５％、選択肢③は約２０～２５％、選択肢④は約３５％）を重

要な要素として、７つの評価軸により多面的な評価を行った。また、核燃料サ

イクルの政策選択を現時点で行うことを「留保」するという選択肢も評価した。

本委員会はこうした内容の報告を２０１２年６月５日に技術小委座長から受領

した。 

 
 本委員会は、この報告を受領後、エネルギー・環境会議が６月８日に中間的

整理で３つの選択肢（２０３０年時点で原子力発電比率を①０％（できるだけ

早くゼロとする）②約１５％まで下げる③約２０～２５％（以前より低減させ

るが、引き続き一定程度は維持する）をまとめたことを受けて検討した結果、

今後の核燃料サイクルの選択肢を以下のように提示する（別表参照）。 

  
１） 選択肢①のように原子力発電所の新増設は行わず、２０３０年時点での

原子力発電比率を０％にする政策を採る場合には、「全量直接処分」政策

を採用するのが適切である。 

 
２） 選択肢②、つまり、原子力依存度低減を基本とし、２０３０年時点で原

子力発電比率を概ね１５％程度まで下げる場合には、「再処理・直接処分

併存」政策を採用するのが適切である。 
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３） 選択肢③、すなわち、当面原子力発電比率を低減させていくものの、そ

の後は新増設を行い、一定規模でこれを維持するものとし、２０３０年

時点での原子力発電比率を概ね２０～２５％程度とする場合には、「全量

再処理」のメリットは選択肢②よりも大きくなり「全量再処理」政策が

有力である。ただし、そのメリットは、「再処理・直接処分併存」政策で

も享受可能と考えられる。一方、将来の不確実性に対する柔軟性を確保

することを重視するのであれば、「再処理・直接処分併存」政策を選択す

ることが有力である。 

 
  
 また、高速増殖炉（FBR）の研究開発の進め方については、それぞれの選択

肢に応じて、６月１２日の原子力委員会定例会議において文部科学省が提示し

た選択肢をおおむね妥当と判断し、選択肢①では原型炉「もんじゅ」における

研究開発を中止した上で、その成果を取りまとめ、基礎基盤研究のみを推進す

ること、選択肢②では「もんじゅ」の性能試験と定格出力運転を実施するとと

もに（５年程度）、実用化を判断するための研究開発も実施することを提言する。

選択肢③においては、実用化を前提に研究開発を推進し、「もんじゅ」は１０年

程度以内の運転によって所期の目的達成を目指すこと、または選択肢②と同様

の実用化を判断するための研究開発も実施することを提言する。 
さらに、現時点では、将来についての不確かさが大きいことは否定できない

が、取組に空白期間を作ることのデメリットは小さくないことを考慮し、他方、

政策は常にチェック・アンド・レビュー（政策評価）を内包するものとの理解

に立ち、これの重要性を特に強調することで、「留保」という選択肢は提示しな

いこととする。 

 
なお、技術小委の提言にもあるように、現時点でどの選択肢を選ぶにせよ、

将来の政策変更に対応できるような備えを進めることが重要である。こうした、

政策変更決定の責任はすべて国が負うべきものであり、国はそれに伴う課題解

決に向けて、誠意をもって全力で取り組むべきである。全国の原子力発電所所

在自治体、特に、国の核燃料サイクル政策に長年にわたり協力し、関連施設を

受け入れてきた立地自治体との信頼関係を崩すことのないよう、国は、関係事

業者の協力を得て、県、市町村、そして地元住民と真摯に対話を行い、政策変

更の影響緩和に向けて万全の対策をとることが必要である。 
また、現在の政策を変更して別の政策を選択し、 推進していく場合には、様々

な調整が必要になり、そのための投資も必要になる。技術小委の報告にある「政

策変更に関わる課題」やそれに伴う政策変更費用は、新しい政策の推進に伴う

潜在的困難の克服に要する費用を一つのモデルで試算したものであるが、これ
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は新政策の推進に傾注するべき努力の大きさを示唆しているものと理解される

べきである。 

 
技術小委報告は核燃料サイクル政策の推進にあたっての重要課題をさらにい

くつか指摘している。本委員会は、これらを踏まえ、国がその解決に向けて、

以下のように、取組の検討を始めることを提言する。 

 
1. 冷却に係る安全性も考慮し、発電所敷地内外に係わらず乾式貯蔵を含めた使

用済燃料の貯蔵容量を増強する取組、高レベル放射性廃棄物の最終処分場の

選定作業は、いずれの選択肢を選ぶ場合でも、現在にも増して、国がリーダ

ーシップを発揮して、強力に推進していく必要がある。また、最終処分場に

関しては、すでに発生している研究炉の使用済燃料や福島第一原子力発電所

の使用済燃料対策などを考えると、使用済燃料を直接処分することを可能に

しておくことの必要性は明らかである。したがって、直接処分を可能とする

ための技術開発や所要の制度措置の検討に早急に着手すべきである。 

 
2. 全量直接処分政策が選択されない限り、日本原燃（株）六ヶ所再処理事業は

本格操業に向けて計画通り進めることが適切と考えるが、その稼働状況、プ

ルトニウム利用の進展状況、国際的視点などを踏まえて対応する必要がある。

加えて、日本原燃（株）のみならず、日本原子力研究開発機構なども対象と

して、核燃料サイクルに関する事業運営のあり方について総合的な評価を数

年以内に実施するべきである。 

 
3. 併存政策が選択された場合、FBR の研究開発は継続することとなる。しか

し、FBR 開発が長年にわたって多くの費用が費やされたにもかかわらず、

いまだに実用化されていない。現在は、原子力委員会の提言に則って、その

実用化可能性の吟味を待つ段階であるが、過去の開発体制においてはチェッ

ク・アンド・レビューが有効に機能していなかった可能性があるから、今後

はそれが確実に機能する取組を構築する必要がある。 
今後とも実用化までの期間が、民間事業者の投資期間を超えて長期にわたる

ことを考えれば、国の研究機関が長期的に人材を確保し技術基盤を継承・強

化しつつ、革新的で競争力のある新型炉を生み出せる研究開発体制を整える

ことが重要である。また、今後我が国の原子力依存度が低減し、原子力関係

予算の縮小や優先順位も変化することを考えれば、FBR サイクルの研究開

発を我が国内で完結する考え方にとらわれることなく、今まで以上に国際協

力を活用し、効果的で効率的な研究開発を進めていく取組の検討を始めるべ

きである。その際、廃棄物処理技術としての高速炉（FR）の位置付けや他

の第四世代炉候補等案との比較についても検討することを忘れてはならな
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い。また、全量直接処分政策を採用した場合でも、技術小委の提言にあるよ

うに、将来の不確実性に柔軟に対応できるよう、高度再処理・FR 技術等の

基礎・基盤研究は継続することが重要である。 

 
4. 核燃料サイクル政策を考える上で、国際的視点が不可欠である。核燃料サイ

クルを巡る国際情勢は、新興国・途上国からのニーズの高まり、核不拡散、

核セキュリティへの対応の強化への合意など、新たな状況を迎えている。今

後は、過去の日米原子力協定の経緯も踏まえつつ、新たな時代に対応した二

国間協力のあり方、自国に機微な核燃料サイクル施設を所有することや多国

間枠組みで協力していくことの得失など、数多くの政策課題を考察し、解決

していかなければならない。国は、これらの課題解決を通じて、世界の原子

力発電の安全性向上、核不拡散、核セキュリティのリスク低減に十分に配慮

した核燃料サイクル政策を構築していくべきである。 

 
5. これまで、核燃料サイクル政策は国の原子力政策の要として位置付けられ、

それに基づいて、研究機関、民間事業者が立地自治体の協力を得て、それぞ

れの立場で責任を持って政策実行に協力してきた。今後は、国が政策決定を

行い、その実施について、国が負う責任と民間事業者の負う責任の分担をよ

り明確化することが極めて重要である。その上で、核燃料サイクルを含む原

子力政策の実施には、国民からの信頼確保が不可欠であるから、それぞれの

責任を踏まえて、国民との真摯な対話、透明性の確保などを通じて、信頼の

維持・向上に全力で取り組んでいくべきである。 

 
 
 なお、現在技術小委の検討過程に関する検証チームが設置され、検証が進め

られている。この検証の結果、見直すべき事項が認められた場合には、本決定

の見直しを行う。 

 
以 上 


